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再エネへの転換は世界の流れ
2011年からの電源別設備容量の推移
（前年からの変化）

2024年の新設電源の電源別割合（設備容量）

原子力市民委員会「見ればわかる、知れば変わる―福島原
発事故から15年の現在地」（2026年3月11日）より
元データはIRENA（2025）



今後も、太陽光を中心に大きく伸びるのは再エネ
（IEA予測、2025）

IEA (2025), Renewable electricity capacity growth by technology segment, main case, 2013-2030, IEA, Paris https://www.iea.org/data-

and-statistics/charts/renewable-electricity-capacity-growth-by-technology-segment-main-case-2013-2030, Licence: CC BY 4.0
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「再エネをエネルギー安全保障の中核に」
（IRENA、2026年4月）

From energy crisis to energy security: Actions for policy makers
「再エネをエネルギー安全保障の中核に位置づけるべき」

2026年の中東戦争により、改めて化石燃料依存の脆弱性が露呈した。
以下のような取り組みは、将来的なレジリエンスも高める。

＜0－6ヶ月の短期＞
・医療・農業・水供給など重要インフラ向けの分散型再エネ導入
・太陽光＋蓄電池のミニグリッドの展開（特にディーゼル依存の低開発地域）
・節電キャンペーン（特にピークシフトの呼びかけ）
・時間帯別料金制度（再エネが発電する時間帯を安価に）
・EVや公共交通などの電化促進 など

＜6－12か月の中期＞
・再エネと送電網整備の許認可迅速化
・高インフレや資材価格高騰に対応できる制度設計への見直し
・蓄電池導入の促進、デマンドレスポンスなどの需要側参加促進
・系統の高度化と再エネ電源の円滑な統合
・ヒートポンプや再エネ熱利用
・EV充電網整備 など



再エネ＋蓄電システムが一番安価な電源へ
（IRENA、2026）

太陽光と蓄電システムの
コストの推移予測

（2020年から2035年）

IRENA「24時間365日の再生可能エネルギー：
太陽光・風力発電の安定供給による経済性」
2026年5月6日



日本：再エネより化石燃料・原子力に向けられる予算



日本政府のエネルギー危機対応

• 6月から大手電力の電気代値上げ
• 電力市場価格の上昇→新電力にも影響
• 7～9月の電気代ガス代補助はあるが・・・



中東エネルギー危機の今こそ
省エネ・再エネでエネルギー自給率向上へ

１．省エネルギーの加速
• 無理のない節電、ピークシフト、公共交通機関・自転車等利用、在宅勤務の呼びかけ

• 低所得世帯等の省エネ家電導入促進

• 既存建築物の断熱性能向上

• 蓄電池・デマンドレスポンスの普及促進

２． 再エネの促進
• プラグインソーラーの導入を可能にする制度整備

• 公共施設への太陽光発電設備設置加速

• 新築・既存住宅への太陽光発電設備（単体）設置補助金の再開

• 地域主導・市民参加の再エネへの支援

３．化石燃料からの移行促進
• 電化の促進

• 非効率石炭火力は予定通り削減・廃止へ

• 使い捨てプラスチックの削減



原子力20%に届かなければ・・？

・再エネを現状目標以上に伸ばせない場合には火力発電で代替
→気候変動目標を達成できないおそれ
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「エネルギー白書2025」より


